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平成 20 年 11 月 21 日 

各      位 

会 社 名 アジアパシフィックシステム総研 株式会社 

代 表 者 名  代表取締役社長  内山  毅  

（JASDAQ コード番号：4727） 

問 合 せ 先  上席執行役員 ゼネラルサポート本部長 

 井関   潔 

電   話 0 3 － 3 9 8 5 － 4 3 1 1 

 

親会社の異動に関するお知らせ 

 

 

今般、当社の親会社に異動が発生しますので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 
１．異動に至った経緯 

キヤノン電子株式会社が、平成 20 年 10 月 15 日より実施しておりました当社普通株式に対す

る公開買付け（以下「本公開買付け」といいます。）が、平成 20 年 11 月 17 日をもって終了し、

本日、同社より、本公開買付けに対し応募のあった普通株式 7,909,651 株（当社の総株主等の

議決権の 87.87％）にかかる決済を完了し、その全株を取得した旨の報告を受けております。 

これにより、平成 20 年 11 月 18 日付当社リリース「親会社および主要株主である筆頭株主な

らびに主要株主の異動に関するお知らせ」において既にお知らせしておりますとおり、本日を

もって、キヤノン電子株式会社が保有する当社の総株主等の議決権に対する割合が 50％超とな

るため、同社は当社の親会社および主要株主である筆頭株主となりました。 

上記に伴い、キヤノン電子株式会社の親会社であるキヤノン株式会社が当社の総株主等の議

決権の 87.87％を間接的に所有することになり、キヤノン株式会社が当社の親会社に該当するこ

ととなったものです。 

本公開買付けの結果等の詳細につきましては、平成 20 年 11 月 18 日付でキヤノン電子株式会

社が公表しております「アジアパシフィックシステム総研株式会社株券に対する公開買付けの

結果に関するお知らせ」をご覧ください。 

 

 

２．当該株主の名称等 

(１) 親会社に該当することとなる株主の概要  

① 名称      キヤノン株式会社 

② 本店所在地   東京都大田区下丸子三丁目 30 番２号 

③ 代表者     代表取締役会長 御手洗 冨士夫 

④ 資本金の額   174,698 百万円（2007 年 12 月 31 日現在） 

⑤ 主な事業内容  事務機、カメラ、光学機器等の開発、生産、販売およびサービス 
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⑥ 当社との関係    

             資本関係： キヤノン電子株式会社を通じて当社の総株主等の議決

権の 87.87％を間接的に所有しております（平成 20 年

11 月 21 日現在） 

             人的関係： 該当ありません 

             取引関係： 該当ありません              

⑦ 事業年度の末日 12 月末日 

⑧ 上場取引所   株式会社東京証券取引所 市場第一部 

株式会社大阪証券取引所 市場第一部 

株式会社名古屋証券取引所 市場第一部 

証券会員制法人福岡証券取引所 

証券会員制法人札幌証券取引所 

ニューヨーク証券取引所 

 

 

２．当該株主の所有株式数（議決権の数）および総株主等の議決権に対する割合 

 

 
所有株式数 議決権の数 

総株主等の議決権

に対する割合 

異動前 

（平成 20年９月 30日） 
― ― ― 

異動後 7,909,651 株 

(7,909,651 株) 

79,096 個 

(79,096 個) 

 87.87％ 

 (87.87％) 

 

（注）１．総株主等の議決権に対する割合の（）は、間接所有割合です。 

２．総株主等の議決権に対する割合は、当社の第40期半期報告書（平成20年６月23日提出）

記載の平成20年６月23日現在の発行済株式総数（9,002,200株）から同報告書に記載

された平成20年３月31日現在の当社の自己株式数（475株）を控除した9,001,725株に

係る議決権の数90,017個を分母として計算し、小数点以下第三位を四捨五入しており

ます。 

 

３．異動日   平成 20 年 11 月 21 日（金）（本公開買付けの決済の開始日） 

   

 

４．今後の見通し 

本件親会社の異動に伴う平成 21 年９月期（連結・個別）業績予想の変更はございません。 

 

 

５．開示対象となる非上場の親会社等の変更の有無 

該当事項はございません。 

 

以 上 

 


